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シャウプ勧告と税制改革
山 下 壽 文
1．はじめに
シャウプ勧告による税制改革に先立って，1947（昭和22）年，1948（昭和
23）年，1949（昭和24）年に税制改正が行われる。これらの改正は，連合国
総司令部（General Headquarters：GHQ）主導で行われたもので，アメリカ
型の税制が導入されたと言われている。その後，1950（昭和25）年にシャウ
プ勧告に基づいて税制改正が行われる。これは，シャウプ税制と称される。
シャウプ税制は，1949（昭和24）年9月15日付の吉田首相宛のマッカーサー
書簡，それに対する吉田首相の翌9月16日付のマッカーサー宛の返書にみら
れるように，シャウプ勧告をほとんどそのまま取り入れたものであった。
シャウプ税制以後のわが国の租税制度の展開をみると，すでに翌年よりそ
の改正に手が付けられ，サンフランシスコ講和条約により独立を回復すると，
その崩壊に拍車をかけることになる。シャウプ税制における租税制度の根幹
であった負担の公平に基づく直接税中心の累進的総合課税は，資本蓄積のた
めの租税特別措置の活用，高度経済成長から低成長経済への移行，および高
齢化社会の到来などの経済・社会変化を受けて変容していく。
本稿では，1947（昭和22）年から1950（昭和25）年シャウプ税制成立まで
の税制全般の税制改正の状況，その後のシャウプ税制の崩壊，さらにわが国
の租税制度の変容について考察する。
2．シャウプ税制前のわが国の税制改正
1947（昭和22）年，経済安定本部より第1回経済白書（経済実相報告書）
が発表された。その内容は，「戦後の日本経済において縮小再生産の過程が
進行していること，賃金・物価の悪循環による物価の上昇がその打開を困難
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にしていることを実証しょうとするものであ」（経済企画庁調査局編［1976］，
15頁）った。1948（昭和23）年の経済白書は，国民生活は依然苦しい状況に
あるが，国内における石炭増産，連合国による対日援助の増加により，経済
再建の見通しは著しく明るさを増してきた（経済企画庁調査局編［1976］，23
頁），と述べている。1949（昭和24）年の経済白書は，生産の順調な復調，
インフレの緩慢化，勤労者の実質賃金の漸進的上昇により日本経済が安定化
の兆しをみせているとしながら，貿易収支の赤字，企業の実体資本の喰い潰
し，災害などにより国土荒廃の進行はまだ停止するに至っていない（経済企
画庁調査局編［1976］，30頁）とする。
このような経済状況において，シャウプ勧告に先立つ1947（昭和22）年度
～1949（昭和24）年度の税制改正は，経済科学局（Economic and Scientific
Section：ESS）の歳入課のヘンリー・シャベル1が主導的な役割を果たした。
シャベルのメモ「日本における所得税」は，税制改正のための基本原則と
して，次の3点をあげる（大蔵省財政史室編［1977］，189‐190頁）。
⑴ 個人所得税はできるだけ広汎な基礎をもつべきであるが，その負担は
抑圧的であってはならない。
⑵ 税制は公正であるとともに，Ability-to-pay の原則に基づき，収入の
多くは間接税より直接税（所得税および相続税）に求められ，税負担は
全体として累進的でなければならない。
⑶ 税制はできるかぎり財政政策の主目的と一体化されなければならない。
インフレと闘うためにも当年所得から支払われる直接税が，間接諸税（例
えばインフレ的性格をもつ内国消費税）よりもより望ましい。
このメモは，シャウプ勧告を彷彿させるものがあるが，アメリカの税制の
基本原則をあらわしたものと言うことができる。
1 シャベルは税の専門家ではない。しかし「そういう人が存外税のことを知っているので
す。アメリカは申告納税でやっているものだから，向こうの連中は日本人にくらべて税の
ことに詳しいのです。」（平田・忠・泉共編［1979］（上），262頁，前尾証言）。シャベルに
対する大蔵省主税局の評価は，GHQに巣くって，ある意味において頭がいいのだけれど
も，個性が強くて，自分のアイデアを固執するタイプでした（平田・忠・泉共編［1979］
（上），402頁）と高くない。
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大蔵省主税局とGHQ側の第1回会議（GHQ側シャベル，日本側池田勇
人主税局長，前尾繁三郎国税第1課長，渡辺武事務官）において，シャベル
は前述の税制改正のための基本原則に沿った意見を述べている。その後何回
かの会議を経て1946（昭和21）年11月16日付シャベルの勧告として提示され
る（大蔵省財政史室編［1977］，193頁）。
1947（昭和22）年度の税制改正では，国税が累進税率による総合所得税と
なり，シャウプ勧告にいう負担の公平のための直接税中心の累進的総合所得
課税への端緒が切り開かれた2。主たる改正点は次のとおりである。
⑴ 従来の分類所得税と総合所得税を総合所得税に一本化する。
⑵ 株式などの譲渡所得や懸賞などの一時所得を課税所得に算入し，総合
課税する。
⑶ 従来の実績課税主義から予算課税主義に，また納税方法を賦課課税か
ら申告納税に切りかえる。ただし勤労所得源泉課税は源泉徴収制度とし
て維持する。
⑷ 基礎控除や扶養家族控除を引き上げ，勤労控除を認める。
⑸ 税率は12段階の超過累進税率とする。
この他，法人に対する超過所得課税はインフレ下での元本保全のため軽減
され，酒・たばこなど間接税を増徴した。
地方税においては，還付税であった地租・家屋税・営業税を地方税に移譲
し，鉱区税・遊興飲食税をも地方に移譲した。
所得税の大改革はほぼすべてがGHQ側の提案によるもので，GHQは従
来のわが国の所得税制における制度の複雑さ，公平原則の欠如（資産所得の
優遇や実績課税の存在など），税務行政の恣意性を厳しく批判し，アメリカ
型所得税への転換を強く要求した。しかし，他面ではインフレ対策という点
から大衆課税となった（佐藤・宮島［1979］，5頁）。このような税制改革は，
「進行する社会の民主化に対応してアメリカ租税制度を模範としながら税制
2「22年度の制度の改正が大変重要なもので，むしろシャウプ勧告で現在の所得税制がで
きたように言っているが，実際はシャウプ勧告は，22年に改正になった部分を補強し，権
威づけるという点が多かったので，22年改正を昭和の税制の中で大いに重視したいと思う
のです。」（平田・泉・忠共編［1979］（上），290頁，平田証言）
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の民主化を図ったものであって，シャウプ税制導入の先駆であった」（畠山
［1975］，209頁）のである。
この税制改正の特徴は，1940（昭和15）年の分類所得税と総合所得税の2
本立てを総合累進所得税へ一本化したこと，および予算申告納税制度を導入
したことであった。
総合累進所得税への一本化については，大蔵省主税局としては不満であっ
たようで，前尾国税第1課長（当時，後に主税局長）は，分類所得税は進歩，
総合累進所得税は退歩だと感想を漏らしている（平田・忠・泉共編［1979］
（上），258頁）。しかし，当時のGHQによる間接統治の下では，GHQの意
向には従わざるを得なかった。それは，予算申告納税制度も同様である。ま
さに，「向こうは，おれの方はこうやっているんだ，おれの方のとおりにや
ればいいと，そういった調子の話になるのです」（平田・忠・泉共編［1979］
（上），261頁，忠証言）という状況であった。
納税方法を予定申告納税制度に変えることについて大蔵省主税局は消極的
であったが，あえて実施に踏み切る。これがその後大きな問題となる。
1947（昭和22）年度の予算額をみると，税と印紙収入総額1，354億円のう
ち，申告所得税は492億円，源泉が198億円，申告所得税は源泉の2倍以上で，
全体が申告所得税に大きく依存していた。それが，インフレと制度の改正と
様々な関係で入り方が悪くなって，大変な状況に陥っていた。1947（昭和22）
年12月末現在で，当該年度の税収は予算に対して全体で35％しか入っていな
かった。なかんずく申告所得税はその年の見積額の11．4％で，申告所得税は
特に12月までに惨たんたる状況にあった。それでGHQもあわてたし，大蔵
省主税局もあわてざるを得なくなった。そこで1948（昭和23年）になって，
これを何とかしなければいけないということで，目標を決めて更正決定を行
うことになる。
このような状況において，軍政部の第8軍からは何々に課税しろとか，何々
の課税者を訴追しろとかいうようなことを各方面に働きかける。これに民政
局（Government Section：GS）が乗り，脱税だとか税務関係の腐敗がある
とか言ってくる。これにESS が越権行為だと反発する（平田・忠・泉共編
［1979］（上），333頁，平田証言）。さらに，第8軍は徴集目標を達成できな
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い地方の各局の局長や税務署の税務署長について，あの署長を左遷しろとか
某局長をどうしろとか人事に介入しくる有様であった（平田・忠・泉共編
［1979］（上），330頁，忠証言）。これが，税収不足で国家財政が逼迫してい
た当時の混乱したわが国の徴税執行の状況であった。
次に，1948（昭和23）年度の税制改正は，大幅な改正ではないが，取引高
税の創設と所得税での配当控除が行われた。
取引高税はインフレ調整のためになされた諸控除引き上げによる所得税の
減税や法人税についての超過所得課税軽減などの代替財源を確保する目的で
設けられたもので，売上高の1％を印紙貼用で納入する（翌年の改正で現金
納付）こととされた。配当控除は，配当所得の15％が控除されることになっ
た。これは，シャウプ勧告における配当課税制度の部分的な先取りである（林
［1974］，210‐211頁）。
なぜ部分的な先取りかと言うと，「法人と個人は別個の課税主体として考
えているが，配当所得については，法人税額の所得については法人税として
課せられた税額の一部を株主の課税の際，配当所得に対し15％の税額控除を
認める」だけで，「法人と個人の二重課税問題に根本的解決を与えるもので
はない」からである。つまり，「事業の経営，資本の充実，なかんずく株式
資本の大衆化といったことを中心に考えられた結果，法人税の一部を株主の
所得税に対する課税から差引調整することによって，二重課税に対する1つ
の実際的の解決を与えた」（平田［1949］，15頁）のである。
地方税では営業税を拡充してつくられた事業税・酒消費税・電気ガス税・
木材引取税・自転車税の創設，入場税の移譲など，かなり目立った変化が生
じている（林［1974］，211頁）。
1949（昭和24）年度の税制改正は，ドッジ緊縮財政の下で所得税は控除お
よび税率が据え置かれ，酒税の税率が引き上げられ，揮発油税の創設により
間接税は増微された。
1946（昭和21）年度の公債発行が打ち切りになると，1947（昭和22）年度
の国民所得に対する租税負担率は上昇する。それは，1947（昭和22）年度の
基礎控除，扶養家族控除の引き上げ，および勤労控除の新設による所得税減
税にもかかわらず，卸売物価上昇率による所得の水膨れが影響していると考
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図表1 戦後のインフレと税負担
年度
国民所得に対す
る財政規模率
（国・地方）
公債依存率
（一般会計）
国民所得に対す
る租税負担率
卸売物価上昇率
総合物価指数上昇
率（GNPデフレー
ター）
1944 38．9％ 25．6％ 24．1％ 13．3％ 20．7％
1945 ― 38．4％ ― 51．7％ ―
1946 34．6％ 37．4％ 11．4％ 364．5％ ―
1947 25．6％ ― 21．7％ 195．9％ 154．5％
1948 29．7％ ― 26．8％ 165．6％ 80．2％
1949 33．2％ ― 28．5％ 63．3％ 23．9％
備 考
1．1947，48年度には，財産税等の臨時特別税の収入を一般会計の財源に充てることにより，公債の発行
を避けることにした。
2．卸売物価（日本銀行調戦前基準）はヤミ価格を反映していない。
3．財政規模は国，地方の支出額の総計である。
4．公債依存率は一般会計に占める公債発行収入額の比率である。
5．卸売物価上昇率は，日本銀行調卸売物価指数（戦前基準）の対前年度増加率である。
6．総合物価指数は経済企画庁調GNPデフレータ 1ー944～1946年基準の対前年度増加率である。
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），375頁，年号を西暦に修正し一部抜粋。
えられる。さらに，1948（昭和23）年度は，所得税の減税が実施されず，国
民所得に対する租税負担率は26．8％とさらに5％強上昇する。1949（昭和24）
年度になると卸売物価の上昇率は落ち着きはじめるが，ドッジ緊縮財政で減
税が見送られた結果，国民所得に対する租税負担率は28．5％とさらに上昇す
る。この推移は，図表1のとおりである。
戦前の1934（昭和9）年度～1936（昭和11）年度，1944（昭和19）年度お
よび戦後の1945（昭和20）年度～1949（昭和24）年度までの納税人員と税収
入の推移は，図表2のとおりである。
1947（昭和22）年度に総合累進所得税に一本化され，予算申告納税制度が
導入されたが，その実態をみると，納税人員および税収入が，農業所得税を
除き増加していることがわかる。前述のように，予算申告納税制度を導入し
たものの，税収が目標に達せず，軍政部の第8軍が介入し目標を決めて更正
決定を行った。大蔵省主税局が地方の各局ごとに徴収税額を算出し，各局は
それを税務署ごとに算出しおろすというやり方で税収の確保に血眼になった
結果，所得税および申告所得税の納税人員，税収入とも1947（昭和22）年度
の税制改正後増加の傾向にあった。
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1947（昭和22）年度の国民所得は，物価修正を行って1934（昭和9）年度
～1935（昭和10）年度の50％にすぎず，国民生活水準は戦前の半分程度とい
う惨状で租税を負担するどころではなかった。それに加えて，敗戦で一地の
道義とか規律が緩み，インフレで税負担が重くなると税の徴収ははかどらな
い。それでは，財政上の歳入を賄うことはできないので十分な調査もせず更
正決定を行う。こうしたやり方は，納税者を離反させ，さらに一層申告が悪
化し，これに対してさらに更正申告が厳しくなるという悪循環を生ぜしめた。
この悪循環を断ち切るためには，経済的にインフレの克服および生活水準
の向上が急務となるが，1949（昭和24）年度，1950（昭和25）年度および1951
（昭和26）年度にはこれらに改善の兆しがみえてくる。そうなれば，納税者
が納税意欲を持ち，税務官吏がしっかり徴税を行うという行政面での改善，
また立法上税法で規定した納税義務が国民の納得がいくような程度に改めら
れるという税制上の改善が必要になってくる。そこでシャウプ勧告を基礎に
戦後初めての大幅な税制改正が行われた。
図表2 納税人員と税収入の推移
年度
納 税 人 員（千人） 税 収 入（百万円）
所 得 税 申告所得税 農業所得税 所 得 税 申告所得税 法人税
1934
～36
950 ― ― 111 ― 79
1944 11，620 ― ― 4，040 ― 1，312
1945 11，129 ― ― 3，820 ― 1，161
1946 17，382 ― ― 12，240 ― 1，273
1947 18，847 8，336 4，620 79，272 51，319 7，170
1948 19，647 8，789 4，596 190，832 114，425 27，900
1949 21，055 9，454 4，400 278，754 137，206 61，264
備 考
1．1934～36年の所得税の納税人員及び税収入は第三種所得税の納税人員及び税収入であり，法人税の税
収入は第一種所得税の税収入である。
2．1934～36年の納税人員は，分類所得税の推計納税人員である。
3．1947年以降の所得税納税人員は源泉給与所得税納税人員（推計）と申告所得税納税人員（税務統計）
との単純合計である。
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），292頁，年号を西暦に修正し一部抜粋。
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図表3 経済活動と生産の指標
（1932年－1936年を100とする）
1946年 1947年 1948年 1949年 1950年 1951年
経 済 活 動 48．6 57．1 74．1 93．5 112．2 147．4
公 益 事 業 122．5 137．7 150．8 171．7 186．0 200．5
工 業 生 産 33．1 40．2 58．1 77．2 96．8 136．4
鉱 業 56．4 74．2 90．1 104．1 109．8 124．7
石 炭 産 業 57．9 77．3 95．7 107．8 109．2 123．0
製 造 業 30．6 36．4 54．5 74．2 95．3 137．6
耐久消費財 41．0 48．6 75．2 100．7 121．8 187．5
非耐久消費財 22．4 27．0 38．1 53．4 75．5 98．4
（注）「日本経済統計 64分冊」より。
（出所）竹前・中村監修／竹前・今泉共訳［1996］，37頁。
3．シャウプ税制の成立
1950（昭和25）年の経済白書は，前年のドッジ・プランの下で日本経済は
インフレ収束に向かい，経済の安定化に向かつていると判断している。
1947（昭和22）年度～1949（昭和24）年度の税制改正から1950（昭和25）
年のシャウプ税制成立前後のわが国の経済状況は，図表3のとおりである。
これによれば，1950（昭和25）年には，朝鮮戦争の影響を受けわが国の経
済活動は戦前の水準を超え，生産活動も工業生産，製造業および非耐久消費
財を除き，戦前の水準を回復し落ち着きをみせはじめている。シャウプ税制
成立後の1951（昭和26）年には，非耐久消費財を除き，わが国の経済活動お
よぶ生産活動は自立に向けて加速をはじめている3。
ところで，税制審議会［1949］は，「インフレーションを蒐嘱し，危機に
瀕している日本経済を再建し，自立せしめるには，あくまで経済安定に関す
3 池田は，「あるひとは，朝鮮動乱勃発以前，日本経済が約20億ドルに達する米国の対日
援助によって支持されてきたこと，朝鮮動乱勃発以後は特需によって経済の好況がもたら
されたことを前提として，日本経済の前途を悲観する。しかも，私は日本経済の適応力を
もっと評価すべきであると思う。現に，朝鮮動乱勃発の『直前』，日本経済はほとんど自
立状態に近づきつつあったと推測されることを，私は指摘しておきたい」（池田［1999］，
201頁）と述べている。
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る九原則の線に沿って，まず財政収入の真の均衡を図るべきであり，そのた
めには，可能なる限りの租税負担にたえて国民等しく耐乏生活に撤するの要
あることはいうまでもないところである。しかし，敗戦後の疲弊している国
民経済の再建は，合理化せられた税制の下に適正な課税をするのでなければ，
所期の目的を達しないばかりでなく，思想上にも非常な悪影響を及ぼし，延
いては社会を混乱に陥しいれる虞れがある。然るに現行の税制は，必ずしも
合理的なものといい難く，徴税もまた適正を欠くもの多く怨嗟の的となって
いるので，これが合理化適正化を図ることは，焦眉の急務である。」と述べ
ている。
1949（昭和24）年9月15日付の吉田首相宛てのマッカーサー書簡は，日本
政府にシャウプ勧告の実施を強く求めるもので，それに対する吉田首相の同
年9月16日付のマッカーサー宛の返書はマッカーサーの要請に応じるもので
あった。
1949（昭和24）年10月8日付の吉田首相からESS 局長Ｗ・Ｆ・マーカッ
ト少将宛の書簡では，1950（昭和25）年度予算と課税計画について，「ドッ
ジ・プランに厳密に従うもので，歳出の思い切った削減と，シャウプ勧告の
基本線に沿った国民の税負担に対する合理的な調整とをめざすものです」と
述べている。
この書簡にいうシャウプ勧告の基本的な課税構造は，図表4のとおりであ
図表4 シャウプ勧告の課税構造（主要税目）
（出所）吉岡・兼村・江川［1984］，103頁。
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（キャピタル・ゲイン発生）
配当控除
（二重課税排除）
る。国税は，中立的で直接税である所得税を中心とした応能負担の累進的総
合課税である。このために富裕層に対する富裕税および所得を補足するため
に相続税が課される。直接税が中心となるので，間接税は極力廃止され，税
の中立性の観点から租税特別措置による免税および減税は認めない。
地方税は，附加価値税を核に固定資産税および住民税が課せられる。間接
税は，必需品に対しては課税されないが，税収確保のため奢侈品などには課
せられる。
シャウプ勧告の所得税を中心とした応能負担の累進的総合課税構造の二重
課税調整は，図表5の法人擬制説を前提としている。
会社は株主から構成され，会社が稼得した利益はすべて株主に配当される
ことを前提に課税構造が組み立てられている。したがって，株主からの所得
税の先取りである法人税は，配当所得控除として所得税から控除され，未配
当留保利益に対しては配当されるまで課税が留保されるのでその期間の利子
分が利子付加税として課税され，さらに配当されず売却された株式から生じ
図表5 法人擬制説の図式
（出所）吉岡・兼村・江川［1984］，34頁。
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る有価証券譲渡益はキャピタル・ゲインとして全額課税され，逆にキャピタ
ル・ロスの全額控除がなされる。キャピタル・ゲインである有価証券譲渡益
は総合課税されるなど，原則として源泉課税は認められない。
シャウプ使節団は，税制を合理化する反面，これまで申告所得額が実際よ
りも低くて不公正であるので，これを改め税率を下げて実際の税収を増加す
べきであるというのが基本的な態度であった。正しい納税義務の実現を目指
すこの基本的な態度は立派なものであったが，申告所得税の負担の絶対額が
高過ぎるので，他に何らか財源を求めて申告所得税収入額を相当減少すべき
であるという日本政府の主張について，シャウプ使節団の理解は得られな
かった。しかし，1950（昭和25）年「第2次日本税制報告書」においては，
日本政府の減税政策が反映された（池田［1999］，106頁）。
このシャウプ勧告を全面的に導入した1950（昭和25）年度のシャウプ税制
の内容は，次のとおりである。
国税改正の国会成立は比較的順調に進み，713億円の減税を柱とした抜本
的な税制改正が実現した。この税制改正は，わが国の実情に適合するようシャ
ウプ勧告に調整を加え，次のような主たる改正を行った4。
⑴ 所得税負担，特に給与所得者の負担軽減を勧告より若干重視し，基礎
控除を勧告の2万4，000円から2万5，000円に，また勤労控除を勧告の
10％（限度2万円）から15％（限度3万円）に引き上げた。
⑵ 最高税率55％の適用所得を30万円超から50万円超にした。
⑶ 積立金利子附加税の税率を勧告の1％から2％にした。
また，シャウプ勧告は税制全体の基盤整備という点から資産の強制再評価
を勧告したが，シャウプ税制では任意再評価となり，重大な修正がなされた。
現実の改正ではインフレ利得で何とか採算をとっている企業が少なくない
こと，本来こうした姿は望ましくないが，社会的混乱をできる限り避けるこ
と，という理由から再評価は任意とし，再評価額も一定基準内で任意に定め
4 吉田によれば，「総司令部の方と強く交渉した結果，‐‐‐‐‐勤労控除の引き上げや，最高
税率のかかる線を50万円に引き上げることなど，日本側で希望していた点が認められ，930
億円という，シャウプ勧告の線を上回る減税を25年度予算に織り込むことができた」（吉
田［1957］（第2巻），225頁）としている。
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ることとした。要するに，企業の経営状況に応じた任意再評価を認めたわけ
であり，この点に関してはシャウプ勧告の基本的考え方とは明らかに相違し
ていた。
この他，税制行政面においては所得税・富裕税の実質的有効性を保証する
はずの諸措置，例えば高額所得者の資産申告制度や株式の強制登録制度など
が結局は断念または骨抜きとなり，負担の公平化をはかる点に重点をおいた
という政府の方針は十分な裏付けを欠く結果になった。
一方で地方税改革の成立はきわめて難航し，通常国会での不成立から次の
臨時国会にまでもつれ込んだ。前述のように，原案作成時からGHQと政府
の対立があり，国会審議が始まってからもさらに各政党の反対・対立が続き，
この間池田蔵相が渡米してシャウプと修正交渉を行うという場面もあった。
難航の原因，つまり対立の論点は表面上附加価値税および市町村民税の税率
ならびに固定資産税の評価倍率という細かな問題ではあったが，この背後に
は資産再評価とも絡む企業の利害や農民の利害が存在していた。特に附加価
値税の企業課税的性格と固定資産税との自動制御的関連が 企業に不安を与
え，これが政府を動かした。
GHQとの折衝の中で修正・再修正を繰り返した地方税法も漸く臨時国会
で成立し，約400億円の増徴を見込んだ地方税制改革はほぼシャウプ勧告の
図表6 シャウプ勧告とシャウプ税制の主たる相違点
項 目 シャウプ勧告 シャウプ税制
積立金利子附加税の税率 1％ 2％
所得税の最高税率55％の適用所得 30万円超 50万円条
基礎控除 2万4，000円 2万5，000円
勤労控除 10％・最高2万円 15％・最高3万円
資産の再評価 強制 任意
固定資産税の評価倍率 1，000倍 900倍
固定資産税の税率 1．75％ 1．6％
附加価値税 実施 2年間延長
市町村民税所得割の所得税額を課税標準と
する方式の税率
20％
標準税率18％（制限
税率20％）
欠損の繰越し 2年 1年
欠損の繰戻し 無制限 5年
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線に沿ったものであった。
国税および地方税について，シャウプ勧告とシャウプ税制の相違は，図表
6のとおりである。
シャウプ税制では，「ほぼ勧告の基本方針が盛り込まれたのであるが，ドッ
ジ・ラインのデフレ下で収益悪化に陥っていた企業は収益に無関係な企業税
（資産再評価を含む）に強い拒否反応を示したのである。これが国税改革を
比較的順調に成立せしめ，逆に地方税改革を難航せしめた最大の原因であっ
た。」（佐藤・宮島［1979］，23‐25頁）とされる。
ただ，経済界の意向を受けて資産再評価を任意としたのは，負担の公平を
理念とする総合課税を唱えるシャウプ勧告とは相容れないもので，その後の
シャウプ税制が骨抜きにされ，崩壊していくことを暗示する5。
シャウプ勧告に基づいてシャウプ税制がわが国に導入された要因について，
GHQによる間接統治下でのマッカーサーの吉田宛書簡があげられる。わが
国の税制改革へのマッカーサーの熱意は，山下［2014］で検証したところで
ある。これに対して，次の異なる2つの見解がある。
第1は，「シャウプ使節団の勧告が大筋で日本に取り入れられた要因には，
占領下であるということではなく，シャウプ使節団と大蔵・自治両省の人た
ちとの関係が円滑にいっていたということも少なくない」（金子・貝塚・武
田［1999］，2頁）という金子の見解である。
確かに，シャウプ勧告の翻訳については大蔵省などの多大なる協力があっ
たことは事実で，その序文では，これらの関係者への謝辞が記されている。
しかし，吉田［1957／58］および平田・忠・泉［1979］による当時の政府や
大蔵省主税局の証言によると，GHQの間接統治下においてGHQの意志に
は逆らえず，面従腹背の観があった。つまり，現在はGHQの言うことに従
5 塩崎は，資産の再評価が任意になった経緯について，「これは当時の経済界の反対で，
ずいぶん私たちも話し合ってみたが，強制は無理だということでした。当時はまだヤミ経
済が大きな比重をもっていて，かつ利益の少ないときでしたから，資産再評価が強制され
て，高い帳簿価格ができたら償却ができない企業がたくさん出てくる。とくに大企業ほど，
古い資産をたくさんもっていた。すると信用が落ちるから，再評価の『強制』はやめてく
れという声が大変強かった。それで私は法案段階で『任意』にして，司令部にもっていっ
たのです。」（対談：塩崎・北野［2005］，78頁）と証言する。
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うが，時が来れば修正を行えばよいとの考えであった。したがって，「占領
下であるということ」がシャウプ税制の成立に大きな影響があったと考える
べきで，サンフランシスコ講和条約後独立を回復すると，占領下で成立した
シャウプ税制の修正が行われることになるのである。
第2は，シャウプ勧告自体が大蔵省の筋書きに沿ったものであるから，シャ
ウプ税制の導入がスムーズになされたとする野口の見解である。
シャウプ使節団は，来日後約3ヶ月にわたり，入手しうる限りの関係資料
や報告を詳細に検討すると同時に，特別列車を仕立てて日本国中を駆け巡り
商店主，農民，労働者などあらゆる階層の人々からの聞き取り調査を行い，
『日本税制報告書』を公表したと言われている。これに対して，野口は，特
別列車を仕立てたり，聞き取り調査にしても調査団の背後にいた税務署や大
蔵省の役人がお膳立てをしたものであり，「農民やマダムが訴えた窮状は，
実は，前日に大蔵官僚が訪れて振り付けた台詞だったのではあるまいか。シャ
ウプ勧告による事業所得の穏健徴税路線への転換は，実は，大蔵官僚が自ら
書いたシナリオだったのではあるまいか。シャウプ調査団は，それに乗せら
れ，パフォーマンスを演じただけだったのではないか。つまり，シャウプ勧
告とは，アメリカという隠れ蓑を着た大蔵官僚が演じた芝居だったのではあ
るまいか？これは，状況証拠からの推測にすぎない。具体的証拠は何もない。
しかし，そう考えれば，さまざまなことが，実に整合的に見えてくる。」（野
口［1999］，25頁）と述べている。これについては，当時シャウプ使節団と
交渉にあたった塩崎は事実と違うと断言する。つまり，「シャウプ勧告には
日本政府側の意見はほとんど考慮されなかったし，その内容はシャウプ使節
団の独自の考え」（対談：塩崎・北野［2005］，66‐67頁）であった。塩崎の
証言を待つまでもなく，マッカーサーがわが国の税制改革をなぜ重視しシャ
ウプ使節団を招へいしたかというシャウプの証言（山下［2014］，27‐28頁）
などから，この野口の推測は状況証拠からも間違いであり，その推測による
とシャウプ勧告の内容に整合性がみえてくるとの見解も事実に反すると考え
る（山下［2014］，30‐35頁）。
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4．シャウプ税制の影響
シャウプ税制の成果は，一般歳入および租税の直間比率にあらわれる。
一般歳入に占める租税及び印紙収入の比率は，図表7のように戦前44．6％
であった。その不足分は，赤字公債や借入金で賄われていた。シャウプ勧告
による税制改革により，戦後その比率は増大し1954（昭和29）年度には74．0％
図表8 国民所得に対する国・地方税の負担率
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），377頁から作成。
図表7 一般歳入に占める租税及び印紙収入の比率
（注）1953年度まで決算，1954年度予算。資料：本邦「経済統計」および大蔵省調
（出所）大内・有澤・美濃部［1955］，177頁から一部抽出。
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に達している。印紙収入はわずかであるので，租税の比率が飛躍的に高まっ
たということができる。（大内・有澤・脇村・美濃部［1955］，176頁）
戦後申告所得税についての申告所得税の税法上の負担の軽減は，1950（昭
和25）年度には34％，770億円，1951（昭和26）年度には27％，404億円に上
る減税を行い，1952（昭和27）年度にもさらに28％，416億円の減税を行っ
た（池田［1999］，106‐107頁）。
これを図表8の国民所得に対する国・地方税の負担率からみると，ドッジ
緊縮財政で28．5％にまで上昇した負担率がシャウプ税制による減税により
22．4％にまで下がり，その後負担率が横這いとなっている。このことは，シャ
ウプ税制の減税効果を示すものである。
シャウプ税制以後，税金の負担は，勤労所得者では月収1万円で扶養家族
3人の場合，1949（昭和24）年度には月額1，195円（所得に対する負担率
11．95％）の所得税を負担していたのが，1952（昭和27）年度には納税義務
がなくなっている。ただその間に給与も増えているので，これを月収1万5
千円と考えてみても，月額716円（所得に対する負担率4．77％）の所得税で
あって，やはり相当の減税になっている（池田［1999］，107‐108頁）。
また，申告納税の所得者では，年所得15万円，扶養家族3人の場合には，
1949（昭和24）年度の所得税37，100円（所得に対する負担率24．73％）が，1952
（昭和27）年度には，8，000円（所得に対する負担率5．25％）になっており，
この間，所得が20万円に増加しているとみると，18，500円（所得に対する負
担率9．25％）でやはり相当の減税になっている（池田［1999］，108頁）。
シャウプ税制による所得税の軽減により納税人員および税収入は，図表9
にみられるように減少傾向にある6。
1949（昭和24）年度に予算申告納税制度において税収確保のための目標を
6 池田は，このような所得税の軽減によって，申告納税する納税者は，1949（昭和24）年
度の752万人から1946（昭和26）年度には350万人へと半減した。そのうち，農業所得者は，
321万人から，144万人へと3分の1近くまで減り，動労所得者は，1949（昭和24）度年の
1，060万人から1951（昭和26）年度の888万人に減った。勤労所得者の減少の程度が低いの
は，独身者が扶養控除の大幅な引上げの恩恵を受けることができなかったためである（池
田［1999］，106‐107頁）と述べている。ただ，平田・忠・泉共編［1979］（上），292頁の
資料とは数値に相違がある。
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決めて更正決定を行うやり方で増加した納税人員は，シャウプ税制により減
少する。それは，所得税中心の累進的総合課税の採用，法人擬制説による法
人税と所得税の二重課税の調整および減税が功を奏した結果である。1950（昭
和25）年度の所得税の納税人員は，21，055千人から15，254千人へ30％近く減
少している。申告所得税の納税人員に至っては半分以上の減少である。農業
所得税の納税人員は50％近くの減少である。減少傾向は，その後も続く。
納税人員の減少に対して，税収入は1950（昭和25）年度には減少したもの
の，1951（昭和26）年度，1952（昭和27）年度と増加している。これは，納
税者に納得のいく納税義務を課すというシャウプ勧告の成果が税制に反映さ
れたものである。税収入のうち法人税が1950（昭和25）年度と比べ1951（昭
和26）年度に倍以上増加しているのは，税制の安定化の他に，朝鮮動乱によ
る特需による法人の経済活動の活発化があったが，わが国の経済および生産
活動が安定化しつつあることを示している。
以上の大蔵省主税局の解釈は，戦後シャウプ税制成立前後の状況である。
戦前と比較した場合，資本蓄積による賃金抑制と相まって，国民所得に対す
る国税の割合は戦後増えているが，国税はシャウプ勧告により戦後直接税中
心となったことから，直接税のうち所得税の負担が戦前に比べ著しく重く
なっている。所得税の納付者は戦前の90万人から990万人（源泉790万人，申
7 大蔵省主税局の図表2および図表9との納税人員の数値が異なるが，同じ傾向にあるこ
とはわかる。
図表9 納税人員と税収入の推移
年度
納 税 人 員（千人） 税 収 入（百万円）
所 得 税 申告所得税 農業所得税 所 得 税 申告所得税 法 人 税
1949 21，055 9，454 4，400 278，754 137，206 61，264
1950 14，254 4，318 2，300 220，134 92618 83，790
1951 12，557 3，490 1，437 225，671 75，441 183，881
1952 11，572 2，917 1，131 269，919 83，045 186，008
備 考
1949年以降の所得税納税人員は源泉給与所得税納税人員（推計）と申告所得税納税人員（税務統計）との
単純合計である。
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），292頁，年号を西暦に修正し一部抜粋。
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告200万人）7と11倍に増え，図表10をみると給与所得で独身者所得税につい
てはかなりの累進率が課せられている（大内・有澤・脇村・美濃部［1955］，
図表10 所得税の負担率（所得を100とした所得税の割合）：給与所得税（1954年）
資料：大蔵省主計局
（出所）大内・有澤・脇村・美濃部［1955］，187頁。
図表11 所得税の負担率（所得を100とした所得税の割合）：事業所得税（1954年）
資料：大蔵省主計局
（出所）大内・有澤・脇村・美濃部［1955］，187頁。
佐賀大学経済論集 第47巻第5号
―18―
図表12 シャウプ税制による減税の状況
項 目 1949年度 1950年度 1951年度
国 税 負 担 率 23．3％ 16．9％ 16．3％
地 方 税 負 担 率 5．2％ 5．5％ 6．1％
総 税 負 担 率 28．5％ 22．4％ 22．4％
備考
1．シャウプ勧告は，大部分1950年度に，一部1949年度及び1951年度に実施された。
2．負担率は国税，地方税及び総税の国民所得に対する比率である。
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），292頁，年号を西暦に修正し一部抜粋。
186頁）。
これは図表11をみると事業者にも当てはまる。これに間接税の増徴を加え
ると，国民の租税負担はさらに重くなってくる。
戦前と戦後では経済および社会状況が異なるので，これらを単純に比較し
てその是非を問うことは慎まなければならない。納税者の経済力が向上して
所得が増加すると税負担も増加するが，それ自体は必ずしも批判されるべき
ことではない。批判されるべきは，税の中立性が失われ，特定の納税者（法
人を含む）が税の優遇を受けることであり，低所得者に税負担が過重になる
ことである。
図表12はシャウプ税制による1949（昭和24）年度，1950（昭和25）年度お
よび1951（昭和26）年度の減税の状況を示したものである。
これによれば，シャウプ税制により総税は減税が行われたが，地方税は逆
に増税となっていることがわかる。
国税および地方税の各税目の増減をシャウプ税制成立前年度の1949（昭和
24）年度とシャウプ税制成立の1950（昭和25）年度を比較すると図表13のと
おりである。国税が減税となり，市町村税が増税でプラス・マイナスすると
190億円の減税となっている。これは，具体的数字の大小はさておき，シャ
ウプ勧告の基本構想と一致する。
シャウプ税制で全般に税負担が軽減され，勤労所得者の負担もシャウプ税
制前に比べれば軽減されたが，勤労所得は完全に捕捉されるのに対し，事業
所得は経費のごまかしなど完全に捕捉することは困難である。そう考えると，
勤労控除15％だけでは不公平で，事業所得者に厚く，勤労所得者に薄いと言
える。また，法人税は35％の比例税率で，積立金課税がシャウプ勧告より1％
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高くなっているが，法人が個人に比べ著しく軽減されている。間接税では，
消費税や流通税は整理されたが，シャウプ勧告が示唆した大衆課税的な砂糖
図表13 シャウプ税制による税額の増減の比較 （単位：10億円）
税 目
1949年度予算
（昭和24年）
1950年度推定
（25年）
増 減
国 家
個 人 所 得 税
法 人 税
相 続 税
煙 草 専 売 益 金
酒 税
織 物 消 費 税
物 品 税
取 引 高 税
そ の 他 内 国 税
計
310
27
2
120
65
17
27
45
22
635
290
35
2
120
80
0
27
0
22
576
（－）20
（＋）8
0
0
（＋）15
（－）17
0
（－）45
0
（－）59
都道府県
都 道 府 県 民 税 11 0 （－）11
地 租 家 屋 税 7 0 （－）7
事 業 税
（所得を基礎とする） 26 0 （－）26
事 業 税
（付加価値を基礎とする） 0 44 （＋）44
入 場 税 5 10 （＋）5
不 動 産 取 得 税 6 0 （－）6
遊 興 飲 食 税 6 12 （＋）6
酒 消 費 税 2 0 （－）2
そ の 他 の 税 8 5 （－）3
計 71 71 0
市 町 村
市 町 村 民 税 12 60 （＋）48
地 租 家 屋 税 7 52 （＋）45
事 業 税
（所得を基礎とする） 26 0 （－）26
入 場 税 9 0 （－）9
不 動 産 取 得 税 6 0 （－）6
遊 興 飲 食 税 6 0 （－）6
酒 消 費 税 2 0 （－）2
そ の 他 の 税 11 7 （－）4
計 79 119 （＋）40
（出所）吉岡・兼村・江川［1984］，30頁（一部修正）。
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消費税は存続せしめられ，酒税はむしろシャウプ勧告以上に強化されている。
このような状況をみると，「勤労所得者層と他の階層との間の負担の公平と
いうことに熱意はなく，むしろ，勤労所得者層の犠牲において，資本蓄積の
促進，企業活動の助長という経済政策目的を主眼とするものと云ってよいで
あろう。」（井手［1955］，181‐182頁）との指摘もあながち見当はずれとは言
えない。
シャウプ税制は，戦争による生産設備の破壊，それとともに戦後インフレ
による国民への税負担の過重を緩和するための減税の必要性，その反面税収
確保と経済の自立化のための租税政策の遂行というジレンマのなかで実施さ
れたと言うことができる。
最後に，1948（昭和23）年度に新設された取引高税の廃止について付言す
る。取引高税の廃止の代りに，シャウプ税制ではシャウプ勧告に従い附加価
値税が導入されるが，附加価値税は前述のように延期された挙句廃止される。
取引高税は，各取引段階で課税されるので低率で多額の税収が得られるこ
とから，所得税および法人税の減税による減収を捕捉するために新設された。
しかし，取引高税は物価にハネ返って消費者に転嫁され，物価騰貴をもたら
すと同時に大衆課税となり，経済政策，社会政策的見地から，また脱税の可
能性が大であるということから反対論が強かった（井手［1955］，152頁）。
これを，政府が押し切って実施したもので，シャウプ勧告の租税理念に合致
しなかったということもあり，シャウプ税制では廃止された。また，図表14
にみられるように税収入の割合が期待されたほど高くなかったことも廃止の
図表14 取引高税の申告件数および税収入の状況
年度
取引高税
税収入⒝
（百万円）
税収入に占め
る割合⒜／⒝
申告件数
（千人）
税収入⒜
（百万円）
1948 5，937 20，814 305，285 0．068％
1949 8，748 33，707 477，224 0．071％
1950 683 396，542 0．002％
1951 145 484，993 ―
（注）小数点4位以下四捨五入。
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），292頁および426頁の表を基に年号
を西暦に修正して算出。
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図表15 シャウプ税制とその主たる修正〔1951（昭和26）年度～1954（昭和29）年度〕
ショウプ税制 ショウプ税制の修正
所
得
税
最高税率50万円超55％ 税率の変更
富裕税 1953年廃止
給与所得控除15％ なし
譲渡所得の全額課税 1953年半額課税，有価証券譲渡益を除外
総合課税
1952年退職所得分離
1952年利子所得分離比例税
1954年山林所得分離
利子所得源泉選択廃止 1951年復活（税率50％）
配当控除（25％） なし
配当所得の源泉徴収制廃止 1952年復活
法
人
税
税率35％ 1952年42％に引き上げ
未分配留保所得課税2％ 1951年廃止（同族会社5％）
同（同族会社） 7％ 1952年廃止
（出所）和田［1970］，120頁を参考にして作成。
要因の1つである。
5．シャウプ税制の修正
1952（昭和27）年のサンフランシスコ講和条約後独立を回復すると，わが
国の経済状況を反映して独自の税制改正が行われる。シャウプ税制成立後の
1951（昭和26）年度～1954（昭和29）年度におけるシャウプ税制の修正をま
とめると図表15のとおりである。
シャウプ税制修正が一段落した後の税制改正について，税制調査会［1953］
は次のように述べている。
「国力を無視した財政の膨張が，インフレの原因となり，国民負担の加重を
強いるものであることは明らかである。最近における中央，地方財政の姿は
正に国力の現実を無視し，既に国民負担の限界をこえたものというべく，こ
のままにして推移せんか，インフレは昂進し，対外競争力の喪失，輸出の不
振をもたらして国際収支は悪化の一途をたどり，終には国民経済を破綻に導
くに至るであろう。今日わが国民経済に課せられた最大の問題は，如何にし
て財政規模を圧縮し，国力と均衡を得せしめ，国民負担の軽減を実現するか
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に在る。」「国民の租税負担が，今日その限界をこえたものとなっていること
は，いまさら説明を要しない。所得税の重課が生産，勤労の意欲を減殺し，
貸金斗争を激化せしめ，ひいては税負担の企業への転嫁を通じて企業のコス
トを高めてその競争力を弱体化せしめ，法人負担の重課と相まって資本蓄積
ないし輸出振興を妨げていることは，多くの説明を要しないであろう。」
そこで，次のような政策提言を行っている。
① 租税負担の軽減は，所得税を中心として直接税を軽減する。
② 財政規模の圧縮のための，地方を通じての行政機構の重複，いわゆる出
先機関の濫設，公共事業費の総花的支出，徒らに地方自治体に事業を強い
る数多の補助金支出などの再検討，新規経費および既定経費の根本的検討
による効率的運用をはかる。
③ 地方税の改正においては，地方に独立財源を与えるよう配慮する
④ 公債の発行および蓄積財政資金の使用を極力避ける。
これらの政策提言は，シャウプ税制修正後のわが国の租税政策の方向性を
示したものであるが，これに先立つシャウプ税制修正およびその後の税制改
正の状況は次のとおりである。
国税における有価証券譲渡所得額非課税および富裕税の廃止は，シャウプ
税制の法人擬制説による所得税を中心とした応能負担主義による累進的総合
課税からの逸脱である。退職所得，利子所得および山林所得の総合課税から
の分離，配当所得の源泉徴収の復活は，上記有価証券譲渡所得額非課税およ
び富裕税の廃止と並んで負担の公平の下で応能負担による累進的総合課税を
理念としたシャウプ税制の根本的修正を意味する。
法人税では，法人税率の引き上げ，同族会社を除き未分配留保所得課税の
廃止が行われた。これは，シャウプ勧告の法人税と所得税の二重課税の調整
の背景にある法人擬制的課税制度を歪める改正であると言わざるを得ない。
また，法人税率の引き上げにともない貸倒引当金や特別修繕引当金の拡充，
価格変動準備金，渇水準備金，退職給与引当金，異常危険損失準備期などの
内部留保の充実のための引当金規定および準備金の租税特別措置が講じられ
た。また，輸出所得控除などの輸出の奨励，重要機械の3年間5割償却合理
化，機械の初年度2分の1償却および試験研究機械の特別償却などの技術振
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図表16 富裕税の申告件数，税収入の状況
年度
富裕税
税収入⒝
（百万円）
税収入に占める割
合⒜／⒝
申告件数
（千人）
税収入⒜
（百万円）
1950 26 516 396，542 0．001％
1951 46 962 484，993 0．002％
1952 70 2，233 538，972 0．004％
1953 38 1，143 ― ―
1954 2 274 ― ―
1955 1 166 ― ―
（注）小数点4位以下四捨五入。
（出所）平田・忠・泉共編［1979］（上），292頁および426頁の表を基に年号を西暦に修正して算出。
図表17 ジニ係数の変化
小野・渡辺推計 大槻・渡辺推計 WADA膵液
1930 0．431 0．451
1940 0．467 0．641
1956 0．313
（出所）橋本［1995］，123頁より抜粋。
興・設備の近代化のための租税特別措置が施行された。所得税においては，
利子所得および配当所得に対する優遇措置が適用される。これらは，税の中
立を標榜するシャウプ勧告への背信である。
1953（昭和28）年度に廃止された富裕税について，シャウプ勧告の理念に
反するものであったが，税収入の割合からみると微々たるものであり，租税
理念はさておき廃止の影響は軽微であったと考えられる。図表16は，富裕税
の廃止に至る申告件数と税収入額を示したものである。導入した1950（昭和
25）年度で0．001％，廃止した1953（昭和28）年の前年度は0．004％にすぎな
かつた。コストベネフットその他徴税上の問題を勘案すると廃止やむなしと
言える。これについては，富裕税は実施上様々な困難があったが，財産所得
と勤労所得の間の負担力の差を調整するひとつの手段であり，廃止には期間
が短すぎ負担の公平の熱意が薄い（井手［1955］，197‐198頁），との批判も
ある。しかし，図表17の戦前と戦後のジニ係数の変化をみるとこの批判は必
ずしも適切ではない。
戦前に比べ戦後のジニ係数が低くなっていることは所得格差が狭まってい
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図表18 シャウプ勧告と現行法における間接税の比較
現 行 勧 告
たばこ専売益金
酒税
骨碑税
物品税
揮発油税
清涼飲料税
有価証券移転税
通行税
登録税
取引所税
印紙税
砂糖消費税
織物消費税
取引高税
たばこ専売益金
酒税
骨碑税
物品税
揮発油税
清涼飲料税 


適当でない
有価証券移転税
（5％部分は廃止を考慮）




廃止を考慮




廃 止
（出所）石［2008］，45頁を一部抜粋。
ることを示している。この要因には，戦後インフレによる金融資産の格差が
雲散霧消したこと，農地改革，財閥解体およびシャウプ税制による総合累進
課税があげられる（橋本［1995］，123頁）。
直接税中心の応能負担主義においては，間接税が廃止されるどころか，税
収確保のために拡充がなされる。図表18は，シャウプ勧告と現行法における
間接税の比較である。これによれば，シャウプ勧告の間接税の廃止が一部を
除き実施されなかったことを示している。
シャウプ税制は，直接税中心の累進的総合課税を根幹としていた。前述の
ように間接税についてはシャウプ勧告の意図に反して廃止されず，1988（平
成元）年4月1日より消費税が導入された。
シャウプ税制では，法人擬制説に基づき法人税を株主の配当所得の税金の
前取りとし低率課税を行い，二重課税の調整のために配当控除を設けた。
その法人税率35％は，朝鮮戦争勃発による企業の高収益を反映して1952（昭
和27）年1月1日から42％に引き上げられたが，企業の内部留保の増加によ
る資本蓄積の促進のため，1955（昭和30）年度以降引き下げられた。同年度
改正で所得のうち50万円以下の部分35％，50万円を超える部分40％の2段階
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図表19 法人税の税率の推移
（注）平成24年4月1日から平成27年3月31日の間に開始する各事業年度に適用される税率。
（※）昭和56年4月1日前に終了する事業年度については年700万円以下の所得に適用。
（出所）財務省
税率となった。1957（昭和32）年度の改正では，中小企業対策のため軽減税
率の適用限度を100万円に引き上げた。さらに，1958（昭和33）年度の改正
では200万円に引き上げるとともに，税率を33％と38％に2％引き下げた。
高度成長期を経て，法人税率は他国との国際的な比較から徐々に切り下げら
れるが，その推移は図表19のとおりである。
配当控除25％は，1955（昭和30）年度の改正で1956（昭和31）年度および
1957（昭和32）年度に限り暫定的に30％に引き上げられた。これは預金利子
免税に対する均衡措置であり，法人税35％の時に25％であったので法人税
42％に見合う30％でつじつまは合っていた。しかし，配当所得者への優遇と
のことで1957（昭和32）年度改正で1，000万円を超える課税所得に該当する
配当所得は10％，その他の配当所得には20％の2段階税率が適用された。し
かし，積立金課税の廃止，事業税の存続，法人に対する住民税の賦課，法人
税の2段階税率などによりその合理性は薄まっている。つまり，法人擬制説
の論拠がなくなりつつあった。
所得税の最高税率55％は，1957（昭和32）年臨時税制調査会答申により累
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図表20 所得税の税率の推移
（出所）財務省（山本［2013］，291頁より転載）
進度の大幅な緩和がなされた。高度成長期以降の所得税の税率の推移は図表
20のとおりであるが，消費税の導入後累進課税が緩和されている。
総合課税は，勤労者生活の安定のため，生活保障の性格の強い退職所得が
1952（昭和27）年度以降分離課税となった。利子所得は資本蓄積性格のため
に1953（昭和28）年度臨時的に10％比例税率となり，1965（昭和30）年度税
制改正で非課税，1957（昭和32）年度改正で10％比例税率の分離課税とされ
た。山林所得は1952（昭和27）年度税制改正により5分5乗による分離課税
となる。
以上のように，シャウプ税制の根幹であった法人擬制説による法人税と所
得税の二重課税排除，累進的総合課税制度は崩壊の道を歩んできた。
地方税においては，自治体警察の国家警察化8，教育委員会の任命制，特
別区・区長の公選制廃止，地方公営企業法の制定，町村合併促進法の制定，
8 吉田の回想によれば，自治体警察は米国のシステムをそのまま日本に導入したもので，
政府の指揮権が行き届かず，警察力の分散化により弱体化しており問題解決のために有効
に機能せず，日本の国情に合わないので，自治体警察を廃止し府県単位の国家警察の組織
化して指揮権および任命権の統一を行ったもので，反動だの「逆」コースだのの批判は見
当違いである（吉田［1957］（第2巻），138頁）。
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図表21 実質国民総生産の伸び（前年増加率）
（出所）有沢監修［1980］，166頁より作成。
自治庁の設置などが実施され，地方分権による地方税制の独立体制が崩れ，
戦前の中央集権的税制へ組み込まれていく。税制調査会［1953］の「地方税
の改正においては，地方に独立財源を与えるよう配慮する」という答申は反
故にされる。いわゆる3割自治のはじまりである。
6．高度成長期以降の税制改正
1955年～1965年（昭和30年代）の日本の経済は，安定成長ではなくダイナ
ミックな波動をともなって成長した。1957（昭和32）年に民間設備投資は，
1956（昭和31）年秋より増大し前年比40％増になり，1957（昭和32）年半ば
から崩れた景気は1958（昭和33）年の6月に底に達し，1960（昭和35）年か
ら1961（昭和36）年と投資ブームがおこり，実質民間設備投資は1959（昭和
34）年17％，1960（昭和35）年40％，1961（昭和36）年37％となり，神武景
気を上回る岩戸景気がおこった（有沢監修［1980］，166‐167頁）。それにと
もない，実質国民総生産は図表21にみられるように高い伸び率となった。
図表22のように1955年～1964年（昭和30年代）になると，高度成長により
法人税の割合が次第に増加し，所得税の割合を上回るようになる。
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図表22 租税種類別年表－租税負担（1955年度～1963年度）
（注）その他は，砂糖消費税，物品税，関税，トン税およびその他である。
資料：主税局科調および日本銀行「本邦経済統計」（昭和36年版）
（出所）大内・脇村・有澤・美濃部・内藤［1963］，195頁を修正。
図表23によれば，1971（昭和46）年度以降一般会計に占める社会保障関係
費が次第に増加し，社会保障関係費の対前年度増加率が一般会計のそれを上
回っている。1965年～1974年（昭和40年代）の社会保障は前半の「社会開発」
から後半の「福祉優先」施行を通じて，それが量から質への転換を強く迫ら
れた時代であるといえよう（有沢監修［1980］，384頁）。
直接税中心のシャウプ税制は，1965年～1974年（昭和40年代）の後半まで
図表23 国の一般会計における社会保障費 （単位：億円，％）
社会保障
関係費⒜
ａ／一般会計
対前年度増加率
ａ 一般会計
1966年度 6，311 14．1 16．0 19．6
1971年度 11，597 14．1 18．7 18．5
1972年度 13，619 14．1 17．7 17．6
1973年度 16，822 13．9 23．5 25．5
1974年度 22，196 14．5 31．9 26．0
1975年度（予算） 31，287 16．3 40．9 25．7
1976年度（予算） 39，282 18．5 35．8 24．5
1977年度 48，076 19．8 22．4 14．1
（出所）有沢監修［1980］，385頁を一部修正。
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は，高度経済成長のおかげで，所得税の減税にも拘らず，増大する歳出を賄
うのに十分な税収をあげてきた。しかし，1970（昭和45～54）年代初めに日
本経済の高度成長メカニズムが転換する。その要因として，⑴国内的労働力
不足による賃金コストの急上昇，⑵1971（昭和46）年8月のニクソン新経済
政策による円切り上げ（360円から308円へ）が輸出不振を招きデフレ効果が
予想されたことがあげられる。1973（昭和48）年10月に第4次中東戦争が勃
発すると，1972（昭和47）年度に1バレル2．6ドルだった原油輸入価格が11．5
ドルの4．5倍に上昇した。これにより，1974（昭和49）年度の実質経済成長
率はマイナス1．3％と戦後初めてマイナスを記録する。
「石油危機後の不況は財政に大きな影響を与えた。高度成長期には成長に
ともなう租税の自然増収に依存して『増分主義的』に予算が編成された。」（橋
本［1995］，193頁）が，1975（昭和50）年度の税収は前年度マイナス8．4％
と激減する。個人所得が伸び悩む中，法人税は1兆7000億円と30％落ち込ん
だ。ここでは，税収の所得弾性値が高いことが災いする。
石油ショックによる経済成長の減速と，社会保障関係費を中心として増大
し続ける財政需要のため，直接税中心の税制では，必要な税収を確保するこ
とができないことが，すでに1975年～1984年（昭和50年代）前後に明らかに
なった。このような状況の中，税制調査会［1986］は，高齢化にともない国
民が広く社会共通の費用を賄うための納税を公平感をもって行うことを求め
ている。これを受けて1988（平成元）年に消費税が導入された。その後時を
経て，税制調査会［2000］は，国民負担の大きさが公的サービスの大きさに
一致することが基本であると述べ，税制調査会［2003］は，少子・高齢化に
ともなう経済社会構造の大きな政策局面転換に際し，プライマリーバランス
の均衡化のため財政収支改善努力が必要であると主張する。また，高齢化の
進展による年金・医療・介護給付の増大が見込まれ，国民の負担増は避けら
れず，その理解を得るために，国・地方を通じた徹底した行財政改革による
公的部門の効率化を求める。こうして，わが国の税制は急速に直接税中心主
義からタックス・ミックスへと転換を遂げた。
このような状況は，シャウプ税制の崩壊を意味するのであろうか。金子に
よるシャウプ勧告への批判に対する反論およびその歴史的意義について，筆
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者の見解を交えて整理すれば，次のとおりである。
第1に，シャウプ勧告に対しては，理に走りすぎていたとか，理念的にす
ぎたという批判である。しかし，短期間であるがシャウプ勧告により税制改
革が行われ，理論的に首尾一貫した税制の近代化が実現したことは，公平と
か中立性とか簡素という基本原則との関係で税制の合理性を判断し，批判す
る習慣と知恵を身につけることができたのは貴重な体験であった。
これについて，石によれば，海外の研究者は，シャウプ勧告について，⑴
世界で完全な形で実現された唯一の税制改革である，⑵シャウプ勧告の基礎
にある租税理論が非常に優れている，と高く評価している（石［2014］，46
頁）。
⑴については，占領下でのGHQによる間接統治が大きく作用しているの
で，額面通りには評価しえないであろう。⑵については，公平負担の理念に
よる直接税中心主義の厳密な体系をいうのであろうが，これは前述のように
シャウプ税制が一旦成立した後に骨抜きになる。この意味では，シャウプ勧
告の基礎にある租税理論が現実適合性に欠けていたと言うこともできる。
第2に，時代制約性があったシャウプ勧告は20世紀前半の最新の租税理論
を制度に翻訳したものであり，20世紀半ばの状況を背景としており，わが国
の高度経済成長，急速な少子高齢化社会および国際化の急速な進展によって
国際租税法が租税法の重要な分野となることを予想することも困難であった。
理論も制度も結局は時代の産物であり，時代の状況という制約の中で形成さ
れざるを得ない。したがって，日本が直接税中心主義からタックス・ミック
スに移行したことをもって，シャウプ勧告に欠陥があったとか，シャウプ勧
告は失敗であったと批判するのはミスリーディリングである。とは言え，シャ
ウプ税制の崩壊過程をみると，シャウプ勧告を単なる時代の産物で片づける
ことはできない。例えば，従来わが国が採用していた法人独立課税説を廃止
し，法人擬制説による法人税と所得税の二重課税の調整という考え方が理論
上はともかく制度上正しかったのかどうか検証しなければならないであろう。
第3に，時代制約性にかかわらず，シャウプ勧告には，公平の原則と中立
性の原則という時代をこえた精神が宿っていることである。税負担の公平は，
税制の根幹である。さに，「負担の公平という最も重要な要素を忘れて，『活
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性化』という名の下に減税や財政支出が行われ，そのために多額の公債を背
負い，これを『プライマリーバランスの均衡化』という理由で税負担を求め
られても，国民の理解は得られ」（山本［2013］，29頁）ないのである。また，
中立性は，税制が経済活動に対してゆがみを与えず，企業の競争に対して中
立的であることを意味する。これは，21世紀の経済社会（国内的および国際
的）にとってきわめて重要な原則である。この意味で，「シャウプ勧告の精
神は脈絡と生きつづけている」と言うことができる。
第4に，シャウプ勧告が唱えた申告納税制度は，納税者が自らの責任で自
分の税額を計算し，納付する制度であるから，納税者の健全な政治意識と政
治批判を涵養ないし増進し，ひいては民主主義の発展に寄与するところが大
きい。しかし，それだけではない。シャウプ勧告の申告納税制度は，課税所
得計算において会計や簿記の役割を強調したことである。これは，それまで
の経済学的かつ財政学的思考の強かった大蔵省主税局の官僚に税法学と会計
学の発想をもたらし，わが国の法人税法において公正処理基準の規定となっ
てあらわれる。シャウプ勧告の租税理念はともかく税制全般は崩壊したのに
対して，税務行政はわが国において深く根を下ろしたのである。これには，
徴税コストの節減があったことも忘れてはならない。
シャウプ勧告が公表されてから，半世紀が経過したが，各種の状況の変化
にも拘らず，それは現在もなお輝きを保ち続けており，21世紀においても引
照され続けるであろうと思われる。それは何故であるうかと問われれば，シャ
ウプ勧告には，「理論と哲学があったからだ。」と答えるほかはない。（金子
［2010］，247‐248頁）
付言すれば，「シャウプ使節団が，日本の税制の全体にわたって，理論的
裏づけをもった勧告を行ったことは，わが国の税制を確固とした理論的基礎
の上に構築することに役立ったのみでなく，勧告の歴史的意義を高めること
に大いに役立った。」（金子［2010］，225頁）のである。
さらに見落としてはならないのは，国際的観点である。経済の分野におい
ては，「ヨーロッパ諸国や日本における第二次世界大戦後の経済復興が，国
民国家の枠組みを前提とする国家経済の再建過程であった」ことである。こ
のような状況は，「1970年代を転機に大きな変貌を遂げた。変化をもたらし
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たのは，国境を超えた資本移動の活発化，新興諸国の台頭による先進国協調
体制の弱体化，社会主義圏の崩壊などの要因であり，『経済のグローバル化』
と一言で表現」（浅井［2010］，136‐137頁）できる。
これを会計の分野で言えば，国際会計基準委員会（International
Accounting Standards Committee）の設立による国際会計との調和化，2001
年の国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board）への
改組による国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards）
への統合化（コンバージェンスおよびアドプション）への流れと一致する。
税法で言えば，タックスヘイブンを利用した脱税および法人税率の切り下げ
競争などである。
7．おわりに
シャウプ勧告は，1950（昭和25）年にシャウプ税制として成立した。シャ
ウプ勧告がGHQの間接統治下でわが国にシャウプ税制として導入されたこ
とについて，わが国が占領下にあったということより大蔵省などの協力によ
るものであるという見解とシャウプ勧告自体が大蔵省の意向に沿って公表さ
れたものであり，シャウプ税制の確立はわが国主導で行われたという見解が
ある。しかし，これらの見解では，わが国がサンフランシスコ講和条約によ
り独立を回復した後，シャウプ税制が骨抜きになり，崩壊していったことを
説明できないし，当時のわが国の政策立案に従事した関係者の証言からも正
しいとは言えない。
シャウプ税制は，わが国の税制改正の意図が十分反映されたものではな
かった。それは，マッカーサーの強い要請で導入されたものであり，GHQ
の意向が反映されたものである。シャウプ税制の基本は，負担の公平の理念
の下での直接税中心の累進的総合課税制度であった。この制度において，法
人税は配当所得の所得税の前取りとされ，低率比例税率の適用，配当控除に
よる二重課税の調整，所得税は負担能力に応じた累進課税が適用された。し
かし，このシャウプ税制の根幹もその後の税制改正により骨抜きにされる。
それは，国家財政のよって立つ経済的状況の変化だけではなく，もともとシャ
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ウプ勧告をわが国に導入すること自体に無理があったからである。にもかか
わらず，シャウプ税制がわが国において成立したのは，GHQによる間接統
治のなせる業であったとしか言いようがない。したがって，サンフランシス
コ講和条約により独立を回復すると，シャウプ税制は申告納税制度などを除
き骨抜きにされるのである。もちろん，シャウプ税制崩壊の背景には，経済
自立化や貿易収支の改善のための資本蓄積の目的があったことは疑いがない。
選挙対策としての国民への減税も然りである。しかし，シャウプ勧告自体が
わが国の当時の状況や政府および財政当局の方針にそぐわなかったという側
面が重要である。それがGHQの占領下で必ずしも意に沿わない形で税制改
革を行わざるを得なかったという事情を看過してはならない。したがって，
独立を回復し，GHQの意向を配慮する必要がなくなると，シャウプ税制の
修正が行われることになる。これに対して，申告納税制度が税制全般の崩壊
にもかかわらずわが国に定着したのは，その合理性によるところが大である
が，徴税コストの面からも財政当局にとってメリットがあったことによる。
それでは，シャウプ勧告はわが国に何ももたらさなかったのかというとそ
うではない。高度経済成長期を経て低成長経済期へ移行し，少子高齢化社会
が出現すると社会保障や福祉予算の増大による国家財政の逼迫化が生じるよ
うになる。この場合，税収確保のために税負担の公平性や中立性をないがし
ろにして政策税制が蔓延っては，国民の納税意欲を削ぐことになる。その意
味で，シャウプ勧告の税負担の公平や中立性という理念に基づく租税制度の
確立という問題提起を再検証する必要がある。
また，シャウプ勧告がわが国に残したものとして申告納税制度がある。申
告納税制度は，財政当局にとって徴税コストの節約という側面があったとは
言え，課税所得計算における会計の役割，会計帳簿の記帳の重要性をわが国
に定着させた。青色申告の要件としての法人税法における複式簿記の原則，
所得税法における正規の簿記の原則の規定はその証左である。これは，1967
（昭和42）年度の法人税法第22条第4項の公正処理基準となってあらわれた。
この他，わが国独特の税理士制度もシャウプ勧告の所産である。
シャウプ勧告公表時においては国内問題として税制を考えればよかったが，
経済の国際化が進み，最近では税制を国際的な規模で考えなければならない
佐賀大学経済論集 第47巻第5号
―34―
状況にある。この点も踏まえ，シャウプ勧告の現代的意味をさらに再検証す
る必要がある。
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